
平成™œ年™月Ÿ日 金曜日 (第œ Ÿ™号付録) ˜月目録官 報

日

号
外

ペ
ー
ジ

二

基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提

供
に
係
る
交
付
金
及
び
負
担

金
算
定
等
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

一
六
8

一
六

三

電
気
通
信
主
任
技
術
者
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
三

八

四

工
事
担
任
者
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
三

八

〇
法

務

省

一

戸
籍
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
五
15

一

二

登
記
事
務
委
任
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

三
一

二

〇
財

務

省

一

民
間
給
与
実
態
統
計
調
査
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
〇
5

一

〇
財

務

省
、
厚
生
労
働
省
、

農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省
、

環

境

省

一

容
器
包
装
に
係
る
分
別
収
集

及
び
再
商
品
化
の
促
進
等
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
九

一

〇
文
部
科
学
省

一

文
部
科
学
省
関
係
構
造
改
革

特
別
区
域
法
第
二
条
第
三
項

に
規
定
す
る
省
令
の
特
例
に

関
す
る
措
置
及
び
そ
の
適
用

を
受
け
る
特
定
事
業
を
定
め

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

三
一

二

〇
厚
生
労
働
省

一

厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則

及
び
国
民
年
金
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

九

一

二

医
師
法
施
行
規
則
等
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

九
4

一

三

労
働
災
害
防
止
団
体
法
施
行

規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

九
4

四

四

地
域
社
会
に
お
け
る
共
生
の

実
現
に
向
け
て
新
た
な
障
害

保
健
福
祉
施
策
を
講
ず
る
た

め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関

す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関

係
省
令
の
整
備
等
に
関
す
る

省
令

一
八
10

七

五

消
費
生
活
協
同
組
合
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

二
四

一

六

予
防
接
種
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇

六

七

国
等
に
よ
る
障
害
者
就
労
施

設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達

の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
施

行
令
第
一
条
第
二
号
イ
か
ら

ハ
ま
で
に
規
定
す
る
厚
生
労

働
省
令
で
定
め
る
割
合
を
定

め
る
省
令

三
〇

七

〇
農
林
水
産
省

一

プ
ラ
ム
ポ
ッ
ク
ス
ウ
イ
ル
ス

の
緊
急
防
除
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
一

一

二

農
林
水
産
省
組
織
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

一
七

三

〇
農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省

一

商
品
先
物
取
引
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
五

二

〇
経
済
産
業
省

一

電
気
事
業
法
の
規
定
に
基
づ

く
主
任
技
術
者
の
資
格
等
に

関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
八

二

二

自
転
車
競
技
法
施
行
規
則
及

び
小
型
自
動
車
競
走
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

二
九

一

三

輸
出
貨
物
が
輸
出
貿
易
管
理

令
別
表
第
一
の
一
の
項
の
中

欄
に
掲
げ
る
貨
物
（
核
兵
器

等
に
該
当
す
る
も
の
を
除

く
。）
の
開
発
、
製
造
又
は

使
用
の
た
め
に
用
い
ら
れ
る

お
そ
れ
が
あ
る
場
合
を
定
め

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

三
一
特3

六

〇
経
済
産
業
省
、
環
境
省

一

特
定
家
庭
用
機
器
再
商
品
化

法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
九

二

二

使
用
済
自
動
車
の
再
資
源
化

等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
九

二

〇
国
土
交
通
省

一

国
土
交
通
省
関
係
自
動
車
運

転
代
行
業
の
業
務
の
適
正
化

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
五
15

二

二

装
置
型
式
指
定
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
五
15

二

〇
環

境

省

一

平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日

に
発
生
し
た
東
北
地
方
太
平

洋
沖
地
震
に
伴
う
原
子
力
発

電
所
の
事
故
に
よ
り
放
出
さ

れ
た
放
射
性
物
質
に
よ
る
環

境
の
汚
染
へ
の
対
処
に
関
す

る
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
〇

二

二

〃

二
九

二

〇
防

衛

省

一

自
衛
隊
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
〇

二

規

則

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
人

事

院

九
e

四
二
e

三
一

人
事
院
規
則
九
e

四
二
（
指

定
職
俸
給
表
の
適
用
を
受
け

る
職
員
の
俸
給
月
額
）
の
一

部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

二
五

三

一
一
e

八
e

三
〇

人
事
院
規
則
一
一
e

八
（
職

員
の
定
年
）
の
一
部
を
改
正

す
る
人
事
院
規
則

二
五

三

一
〇
e

一
二
e

一
九

人
事
院
規
則
一
〇
e

一
二

（
職
員
の
留
学
費
用
の
償
還
）

の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院

規
則

三
一

三

一
二
e

〇
e

三
六

人
事
院
規
則
一
二
e

〇
（
職

員
の
懲
戒
）
の
一
部
を
改
正

す
る
人
事
院
規
則

三
一

三

〇
国
家
公
安
委
員
会

一

指
定
講
習
機
関
に
関
す
る
規

則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規

則

二
九
17

二

™
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